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少子高齢化により、全国と同様に埼玉県でも人口
減少局面に入っているが、その一方で世帯数の増
加は今も続いている。とくに単身世帯、なかでも一人
暮らし高齢者（高齢単身世帯）の増加が目立ってい
る。本稿では、埼玉県内の高齢単身世帯の動向と増
加の背景、その影響についてレポートする。

2020年国勢調査によれば、埼玉県内の総世帯数
は、2015年比6.4％増えて316万世帯となった。家
族類型別にみると、単身世帯が107万世帯（全体の
34％）と最も多く、次いで、夫婦と子供から成る世帯
が91万世帯（同29％）、夫婦のみの世帯が65万世
帯（同21％）と続いている。
夫婦と子供から成る世帯が緩やかに減少する一方、
単身世帯、夫婦のみの世帯、ひとり親と子供から成る
世帯が増加し、とくに単身世帯の増加が際立っている。
単身世帯は2015年には90万世帯だったので5年間
で17万世帯、19％増加した。65歳以上の高齢単身
世帯をみると、2015年の27.6万世帯から2020年に
は33.3万世帯へ5.7万世帯、21％も増加した。

 
単身世帯は今後も増加することが予想されている。
国立社会保障・人口問題研究所が2015年の国勢調

査を基準に行った将来推計（2019年4月）では、単身
世帯は2015年の90万世帯から、2040年には109万
世帯へ増加を続けるという見通しとなった。なお、同
将来推計では、2020年の単身世帯は98万世帯、
2025年103万世帯、2030年107万世帯と推計され
ていたが、2020年国勢調査による実績値は107万世
帯となり、実際には国立社会保障・人口問題研究所
の推計をかなり上回るテンポで単身世帯が増加して
いることがわかる。
独居率（総人口に占める単身世帯主の割合）も上
昇し、2000年の8.2％から2020年には14.6％になっ
た。埼玉県民の約7人に1人が一人暮らしをしている
ことになる。2015年の国勢調査を基準にした国立社
会保障・人口問題研究所の推計では、2040年にはこ
れが16.2％に上昇する見通しとなっている。

単身世帯を男女別・年齢別にみる。2020年時点
では、男性は20代の単身世帯が最も多い。進学・就
職などで一人暮らしを始めるためである。30代では
結婚をする人が増えるため単身世帯は減少する。
40代・50代では離別する人が増え単身世帯はやや
増加し、60代以降では徐々に減少する。
女性は20代に比べ30代が減少し、50代までほぼ

同水準が続くが、60代以降は増加に転じ70代が最
も多い。夫と死別して一人暮らしになることが多いた
めである。
20年前の2000年と比べると、男性では20代の

高齢者独居率と高齢化
率（65歳以上人口比率）
には必ずしも強い相関が
あるわけではない。65歳
以上人口比率が低い東
京都や沖縄県の高齢者
独居率は高く（それぞれ1
位と6位）、最も65歳以上
人口比率が高い秋田県の
高齢者独居率は15.5％と
低い（32位）。2世代ある
いは3世代同居の多寡が
影響している。
同様に、全国

の市区町村をみ
ると、東 京 都
青 ヶ 島 村 が
61.3％で最も高
く、鹿児島県十
島村が49.5％
で続いた。上位
18位までは総
人口3千人以下
の規模の小さい
町村が占めた。
市区では、19位
に東京都豊島
区35.6％、21位に新宿区34.0％が顔を出した。過疎
化が懸念される小規模自治体が高齢者独居率の上
位にあるが、都内の人口集積地にも独居高齢者が多
い。埼玉県では蕨市が24.1％で166位と最も上位と
なった。最も低かったのは秋田県大潟村の5.8％だった。
県内市町村の高齢者独居率をみると、蕨市が
24.1％で最も高く、以下、和光市21.6％、戸田市
21.4％、朝霞市21.3％、草加市20.6％と続いた。県
南部の人口が集積している市が上位となった。最も

単身世帯が減少する一方、40代以降の単身世帯が
大きく増加、女性ではすべての年代で増加するなか
で、とくに70代以降の高齢者の一人暮らしが急増し
ている。そして2040年になると高齢化が一段と進む。
2020年と比べ、男性では50代まで、女性では40代
までの単身世帯が減少し、これ以降の年代の単身者
が増加する。男性では60代の単身世帯が最も多くな
り、女性では80代以上の単身世帯が最大となる。

高齢者独居率（65歳以上人口に占める65歳以上
単身世帯主の割合）を都道府県別にみると、東京都
26.1％、大阪府24.0％と大都市が1、2位となった。
埼玉県は17.2％、23位とほぼ真ん中で、神奈川県
は19.9％、14位、千葉県は17.6％、20位だった。最
も低かったのは山形県で12.1％、次いで福井県
13.5％、新潟県13.8％だった。

低かったのは川島町で10 .5％、次いで美里町
11.0％、吉見町12.0％だった。
県内市町村においても、高齢者独居率と高齢化
率に相関があるわけではなく、むしろ高齢化率が高
い市町村ほど高齢者独居率が低いという関係が読
み取れる。2世代・3世代同居などにより一人で暮ら
す高齢者が少なくなっていると考えられる。

こうした高齢単身世帯の増加の背景には、いくつ
かの要因が重なっている。まず、高齢者自体の人口
が増加を続けていることがあげられる。高齢者数が
増えれば、伴侶との死別や離婚により一人暮らしに
なり高齢単身者も増加する。
核家族化の進展も要因に挙げられる。子供が結
婚すると親とは同居しない核家族が一般的になって
いる。65歳以上高齢者の子供との同居率は低下を
続け、埼玉県では2019年には35.8％まで低下した。
親のみの世帯が増え死別・離別により単身化するこ
とが多くなった。
非婚者の増加も要因の一つである。未婚のまま高
齢化する単身者が増え、生涯を未婚で終える人が増
加している。生涯未婚率（50歳時未婚率）をみると、
男女とも上昇し、とくに男性で急上昇している。
未婚化は年齢を問わず進行している。年齢別未婚
率を2000年と2020年で比較すると、どの年齢層で

タ台にとどまるのに対し、10年後に高齢者となる60
代では10％を超え、20年後に高齢者となる50代で
は20％を超えている。この傾向が続くと未婚のまま高
齢単身化する世帯が増加する。高齢単身者の未婚率
を男女別にみると男性がとくに高い。埼玉県の65歳
以上単身男性の未婚率は36.2％（全国32.9％）、女
性は埼玉県10.1％（全国11.6％）となっている。
こうした要因は一時的なものではなく構造的なも
のであり、高齢単身者の増加は今後も続くだろう。

次に高齢単身世帯の増加がもたらす影響につい
てみてみよう。増加に伴い生じる問題として、貧困、
要介護、孤立などがあげられる。
まず、高齢単身世帯は貧困に陥るリスクが高い。年
金受給が基礎年金のみであったり、無年金である割合
が高いためである。また、持ち家率が低く家賃負担が
重い世帯が多い。2020年国勢調査によれば、埼玉県
内の世帯主年齢65歳以上世帯の持ち家率は84.2％
だが、65歳以上の単身世帯では69.2％に低下する。
高齢単身世帯は同居家族がいないので、要介護

になった時に同居家族に頼ることができず、介護事
業者による介護が増加することになる。2019年の
厚生労働省「国民生活基礎調査」によれば、介護を
要する者のうち介護事業者が介護者になっているの
は全体の約12％となっている。高齢単身者ではこの
割合がさらに高いと考えられる。
また、社会的に孤立する人が増加する。内閣府

「平成30年度高齢者の住宅と生活環境に関する調
査」によると、60歳以上の高齢世帯で「ふだん、人
（同居家族を含む）と話をする程度」をみると、「1週
間に1回未満・ほとんど話をしない」と回答した割合
は、60歳以上世帯全体で1.9％なのに対し、単身世
帯では男性12.7％、女性8.0％となっている。
また、「病気や一人でできない仕事の手伝い等に頼

も上昇している。また、2020年の各年齢の未婚率を
比べると、現在の高齢者は70代の男性で6.6％と1ケ

れる人がいない」とする割合は、高齢単身男性世帯で
21.6％、同女性世帯8.0％、60歳以上世帯全体では
3.1％と、これも高齢単身男性世帯で高くなっており、と
くに男性の一人暮らしは孤立しがちであることがわかる。
最後に、家計消費への影響を試算する。世帯類型
別・世帯主年齢別の世帯数に、2019年の各世帯の
月平均消費額を乗じて消費総額を推計した。2025
年以降は、月平均消費額は2019年の金額で固定し、
世帯数は国立社会保障・人口問題研究所の推計値
（2015年国勢調査を基にした推計値）を2020年国
勢調査の実績値で足下修正した。
試算結果をみると、消費総額は2025年をピーク

に減少に転じ、2040年には2020年に比べ3.7％減
少する。その内訳をみると、二人以上世帯が一貫し
て減少し、65歳未満単身世帯も2030年をピークに
減少するのに対し、65歳以上単身世帯は増加が続
き、2040年には2020年に比べ43.6％増加する。全
体に占める割合も、2020年の8.5％から2040年に
は12.7％に上昇し、高齢単身世帯の存在感が増す、
という結果になった。

今後、埼玉県でも世帯の単身化と高齢化がさらに
進む。貧困、要介護、孤立といった問題や、消費市場
において高齢単身者の存在が高まるなど、各方面で
生じる様々な変化への対応を考えていく必要がある
だろう。　　　　　　　　　　　　　 （樋口広治）

●売上高
実績ＢＳＩ（増加ー減少）季調済 見通し
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●国内景気
実績ＢＳＩ（上昇ー下降） 見通し
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●自社業況
実績ＢＳＩ（良いー悪い） 見通し
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アンケート調査

埼玉県内企業経営動向調査
自社業況のＢＳＩがプラスで推移するなか、売上・利益は厳しさ  増す

国内景気 業界景気 売上高
（現状）
最近（2023年1月）の国内景気に対する見方は、

「上昇」8％、「下降」30％で、ＢＳＩ（「上昇」－「下降」
の企業割合）は▲22と、前回調査（2022年10月）の
▲34から12ポイント上昇し、2四半期ぶりの改善と
なった。本調査は、コロナ感染者数が高止まりしている
なかで実施したが、3年ぶりに行動制限のない年末年
始となったことや、急激に進んでいた円安が一服し、資
源価格等の上昇が落ち着きつつあったことが改善に
つながったとみられる。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲23で前回調査の
▲29から6ポイント、非製造業は▲21で前回調査の
▲37から16ポイントの改善となり、非製造業の改善が
目立った。
（先行き）
先行き（約6カ月後）については、「上昇」12％、「下
降」45％で、ＢＳＩは▲33と、現状の▲22から11ポイン
トの悪化となった。ウクライナ情勢や海外経済の動向、
物価の見通しなど先行き不透明感を反映していると
みられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ▲27で現状の▲23から
4ポイント、非製造業は▲36で現状の▲21から15ポ
イントの悪化となり、非製造業の悪化が目立った。

（現状）
最近の自社業界の景気に対する見方は、「上昇」
7％、「下降」27％で、ＢＳＩは▲20となり、前回調査
（2022年10月）の▲22から2ポイント上昇し、2四半
期ぶりの改善となった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲24で前回調査の
▲23から1ポイントの悪化、非製造業は▲18で前回
調査の▲21から3ポイントの改善となり、方向感が分
かれた。非製造業では「電気・ガス」、「情報通信」、
「飲食店・宿泊」の改善幅が大きくなっている。
（先行き）
先行きについては「上昇」9％､「下降」38％で、ＢＳＩ

は▲29と、現状の▲20から9ポイントの悪化となった。
国内景気の先行きと同じように、先行き不透明感を反
映しているとみられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ▲24で現状から横ばい、
非製造業は▲31で現状の▲18から13ポイントの悪
化となり、非製造業での悪化が目立っている。非製造
業では、物価上昇に伴う購買力低下により、個人消費
の減少を懸念しているとみられる。

自社業況
（現状）
最近の自社の業況に対する見方は、「良い」26％、

「悪い」11％で、ＢＳＩ（「良い」－「悪い」の企業割合）
は＋15となり、前回調査（2022年10月）の＋7から8ポ
イントの上昇となった。自社業況のＢＳＩは8四半期連続
でプラスで推移しており、「良い」とするところの方が
多い。
業種別にみると、製造業はＢＳＩが＋7で前回調査の
0から7ポイント、非製造業は＋18で前回調査の＋10
から8ポイント、いずれも改善した。ＢＳＩの改善幅は同
程度となったが、ＢＳＩの水準は非製造業の方が11ポ
イント高い。非製造業では「運輸・倉庫」、「飲食店・宿
泊」、「不動産」の改善幅が大きく、ＢＳＩの水準も高く
なっている。
（先行き）
先行きについては「良い」21％､「悪い」14％で、ＢＳＩ

は＋7と、現状から8ポイントの悪化となった。
業種別では、製造業はＢＳＩ＋4で現状の＋7から3ポ

イント、非製造業は＋8で現状の＋18から10ポイントの
悪化となり、非製造業での悪化が目立っている。非製
造業では、物価上昇に伴う購買力低下により、個人消
費の減少を懸念しているとみられる。

（現状）
2022年10～12月期の売上高は、季調済ＢＳＩ（「増
加」－「減少」の企業割合、季節調整済）が▲1となり、
前回調査対象期間（2022年7～9月期）の＋8から9ポ
イントの悪化となった。売上高のＢＳＩは、2020年4～6
月期に▲50と大幅なマイナスを記録して以降はプラ
ス圏で推移してきたが、10四半期ぶりにマイナスに転
じた。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲2で前回調査の

＋7から9ポイント、非製造業は0で前回調査の＋8から
8ポイントの悪化となった。
（先行き）
先行きについては、2023年1～3月期のＢＳＩが＋3と

なるものの、4～6月期は▲7と再びマイナスに転じる。
業種別では、製造業が2022年10～12月期、2023
年1～3月期、4～6月期に▲2→＋3→▲2、非製造業
では0→＋2→▲10となっており、非製造業では2023
年4～6月期には売上高が減少するとの見方が多く
なっている。非製造業では、物価上昇による消費意欲
の減退を見込んでいるとみられる。

●業界景気

構成比（％）

実績ＢＳＩ（上昇ー下降） 見通し
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少子高齢化により、全国と同様に埼玉県でも人口
減少局面に入っているが、その一方で世帯数の増
加は今も続いている。とくに単身世帯、なかでも一人
暮らし高齢者（高齢単身世帯）の増加が目立ってい
る。本稿では、埼玉県内の高齢単身世帯の動向と増
加の背景、その影響についてレポートする。

2020年国勢調査によれば、埼玉県内の総世帯数
は、2015年比6.4％増えて316万世帯となった。家
族類型別にみると、単身世帯が107万世帯（全体の
34％）と最も多く、次いで、夫婦と子供から成る世帯
が91万世帯（同29％）、夫婦のみの世帯が65万世
帯（同21％）と続いている。
夫婦と子供から成る世帯が緩やかに減少する一方、
単身世帯、夫婦のみの世帯、ひとり親と子供から成る
世帯が増加し、とくに単身世帯の増加が際立っている。
単身世帯は2015年には90万世帯だったので5年間
で17万世帯、19％増加した。65歳以上の高齢単身
世帯をみると、2015年の27.6万世帯から2020年に
は33.3万世帯へ5.7万世帯、21％も増加した。

 
単身世帯は今後も増加することが予想されている。
国立社会保障・人口問題研究所が2015年の国勢調

査を基準に行った将来推計（2019年4月）では、単身
世帯は2015年の90万世帯から、2040年には109万
世帯へ増加を続けるという見通しとなった。なお、同
将来推計では、2020年の単身世帯は98万世帯、
2025年103万世帯、2030年107万世帯と推計され
ていたが、2020年国勢調査による実績値は107万世
帯となり、実際には国立社会保障・人口問題研究所
の推計をかなり上回るテンポで単身世帯が増加して
いることがわかる。
独居率（総人口に占める単身世帯主の割合）も上
昇し、2000年の8.2％から2020年には14.6％になっ
た。埼玉県民の約7人に1人が一人暮らしをしている
ことになる。2015年の国勢調査を基準にした国立社
会保障・人口問題研究所の推計では、2040年にはこ
れが16.2％に上昇する見通しとなっている。

単身世帯を男女別・年齢別にみる。2020年時点
では、男性は20代の単身世帯が最も多い。進学・就
職などで一人暮らしを始めるためである。30代では
結婚をする人が増えるため単身世帯は減少する。
40代・50代では離別する人が増え単身世帯はやや
増加し、60代以降では徐々に減少する。
女性は20代に比べ30代が減少し、50代までほぼ

同水準が続くが、60代以降は増加に転じ70代が最
も多い。夫と死別して一人暮らしになることが多いた
めである。
20年前の2000年と比べると、男性では20代の

高齢者独居率と高齢化
率（65歳以上人口比率）
には必ずしも強い相関が
あるわけではない。65歳
以上人口比率が低い東
京都や沖縄県の高齢者
独居率は高く（それぞれ1
位と6位）、最も65歳以上
人口比率が高い秋田県の
高齢者独居率は15.5％と
低い（32位）。2世代ある
いは3世代同居の多寡が
影響している。
同様に、全国

の市区町村をみ
ると、東 京 都
青 ヶ 島 村 が
61.3％で最も高
く、鹿児島県十
島村が49.5％
で続いた。上位
18位までは総
人口3千人以下
の規模の小さい
町村が占めた。
市区では、19位
に東京都豊島
区35.6％、21位に新宿区34.0％が顔を出した。過疎
化が懸念される小規模自治体が高齢者独居率の上
位にあるが、都内の人口集積地にも独居高齢者が多
い。埼玉県では蕨市が24.1％で166位と最も上位と
なった。最も低かったのは秋田県大潟村の5.8％だった。
県内市町村の高齢者独居率をみると、蕨市が
24.1％で最も高く、以下、和光市21.6％、戸田市
21.4％、朝霞市21.3％、草加市20.6％と続いた。県
南部の人口が集積している市が上位となった。最も

単身世帯が減少する一方、40代以降の単身世帯が
大きく増加、女性ではすべての年代で増加するなか
で、とくに70代以降の高齢者の一人暮らしが急増し
ている。そして2040年になると高齢化が一段と進む。
2020年と比べ、男性では50代まで、女性では40代
までの単身世帯が減少し、これ以降の年代の単身者
が増加する。男性では60代の単身世帯が最も多くな
り、女性では80代以上の単身世帯が最大となる。

高齢者独居率（65歳以上人口に占める65歳以上
単身世帯主の割合）を都道府県別にみると、東京都
26.1％、大阪府24.0％と大都市が1、2位となった。
埼玉県は17.2％、23位とほぼ真ん中で、神奈川県
は19.9％、14位、千葉県は17.6％、20位だった。最
も低かったのは山形県で12.1％、次いで福井県
13.5％、新潟県13.8％だった。

低かったのは川島町で10 .5％、次いで美里町
11.0％、吉見町12.0％だった。
県内市町村においても、高齢者独居率と高齢化
率に相関があるわけではなく、むしろ高齢化率が高
い市町村ほど高齢者独居率が低いという関係が読
み取れる。2世代・3世代同居などにより一人で暮ら
す高齢者が少なくなっていると考えられる。

こうした高齢単身世帯の増加の背景には、いくつ
かの要因が重なっている。まず、高齢者自体の人口
が増加を続けていることがあげられる。高齢者数が
増えれば、伴侶との死別や離婚により一人暮らしに
なり高齢単身者も増加する。
核家族化の進展も要因に挙げられる。子供が結
婚すると親とは同居しない核家族が一般的になって
いる。65歳以上高齢者の子供との同居率は低下を
続け、埼玉県では2019年には35.8％まで低下した。
親のみの世帯が増え死別・離別により単身化するこ
とが多くなった。
非婚者の増加も要因の一つである。未婚のまま高
齢化する単身者が増え、生涯を未婚で終える人が増
加している。生涯未婚率（50歳時未婚率）をみると、
男女とも上昇し、とくに男性で急上昇している。
未婚化は年齢を問わず進行している。年齢別未婚
率を2000年と2020年で比較すると、どの年齢層で

タ台にとどまるのに対し、10年後に高齢者となる60
代では10％を超え、20年後に高齢者となる50代で
は20％を超えている。この傾向が続くと未婚のまま高
齢単身化する世帯が増加する。高齢単身者の未婚率
を男女別にみると男性がとくに高い。埼玉県の65歳
以上単身男性の未婚率は36.2％（全国32.9％）、女
性は埼玉県10.1％（全国11.6％）となっている。
こうした要因は一時的なものではなく構造的なも
のであり、高齢単身者の増加は今後も続くだろう。

次に高齢単身世帯の増加がもたらす影響につい
てみてみよう。増加に伴い生じる問題として、貧困、
要介護、孤立などがあげられる。
まず、高齢単身世帯は貧困に陥るリスクが高い。年
金受給が基礎年金のみであったり、無年金である割合
が高いためである。また、持ち家率が低く家賃負担が
重い世帯が多い。2020年国勢調査によれば、埼玉県
内の世帯主年齢65歳以上世帯の持ち家率は84.2％
だが、65歳以上の単身世帯では69.2％に低下する。
高齢単身世帯は同居家族がいないので、要介護

になった時に同居家族に頼ることができず、介護事
業者による介護が増加することになる。2019年の
厚生労働省「国民生活基礎調査」によれば、介護を
要する者のうち介護事業者が介護者になっているの
は全体の約12％となっている。高齢単身者ではこの
割合がさらに高いと考えられる。
また、社会的に孤立する人が増加する。内閣府

「平成30年度高齢者の住宅と生活環境に関する調
査」によると、60歳以上の高齢世帯で「ふだん、人
（同居家族を含む）と話をする程度」をみると、「1週
間に1回未満・ほとんど話をしない」と回答した割合
は、60歳以上世帯全体で1.9％なのに対し、単身世
帯では男性12.7％、女性8.0％となっている。
また、「病気や一人でできない仕事の手伝い等に頼

も上昇している。また、2020年の各年齢の未婚率を
比べると、現在の高齢者は70代の男性で6.6％と1ケ

れる人がいない」とする割合は、高齢単身男性世帯で
21.6％、同女性世帯8.0％、60歳以上世帯全体では
3.1％と、これも高齢単身男性世帯で高くなっており、と
くに男性の一人暮らしは孤立しがちであることがわかる。
最後に、家計消費への影響を試算する。世帯類型
別・世帯主年齢別の世帯数に、2019年の各世帯の
月平均消費額を乗じて消費総額を推計した。2025
年以降は、月平均消費額は2019年の金額で固定し、
世帯数は国立社会保障・人口問題研究所の推計値
（2015年国勢調査を基にした推計値）を2020年国
勢調査の実績値で足下修正した。
試算結果をみると、消費総額は2025年をピーク

に減少に転じ、2040年には2020年に比べ3.7％減
少する。その内訳をみると、二人以上世帯が一貫し
て減少し、65歳未満単身世帯も2030年をピークに
減少するのに対し、65歳以上単身世帯は増加が続
き、2040年には2020年に比べ43.6％増加する。全
体に占める割合も、2020年の8.5％から2040年に
は12.7％に上昇し、高齢単身世帯の存在感が増す、
という結果になった。

今後、埼玉県でも世帯の単身化と高齢化がさらに
進む。貧困、要介護、孤立といった問題や、消費市場
において高齢単身者の存在が高まるなど、各方面で
生じる様々な変化への対応を考えていく必要がある
だろう。　　　　　　　　　　　　　 （樋口広治）

●売上高
実績ＢＳＩ（増加ー減少）季調済 見通し
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●国内景気
実績ＢＳＩ（上昇ー下降） 見通し
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●自社業況
実績ＢＳＩ（良いー悪い） 見通し
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アンケート調査

埼玉県内企業経営動向調査
自社業況のＢＳＩがプラスで推移するなか、売上・利益は厳しさ  増す

国内景気 業界景気 売上高
（現状）
最近（2023年1月）の国内景気に対する見方は、

「上昇」8％、「下降」30％で、ＢＳＩ（「上昇」－「下降」
の企業割合）は▲22と、前回調査（2022年10月）の
▲34から12ポイント上昇し、2四半期ぶりの改善と
なった。本調査は、コロナ感染者数が高止まりしている
なかで実施したが、3年ぶりに行動制限のない年末年
始となったことや、急激に進んでいた円安が一服し、資
源価格等の上昇が落ち着きつつあったことが改善に
つながったとみられる。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲23で前回調査の
▲29から6ポイント、非製造業は▲21で前回調査の
▲37から16ポイントの改善となり、非製造業の改善が
目立った。
（先行き）
先行き（約6カ月後）については、「上昇」12％、「下
降」45％で、ＢＳＩは▲33と、現状の▲22から11ポイン
トの悪化となった。ウクライナ情勢や海外経済の動向、
物価の見通しなど先行き不透明感を反映していると
みられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ▲27で現状の▲23から
4ポイント、非製造業は▲36で現状の▲21から15ポ
イントの悪化となり、非製造業の悪化が目立った。

（現状）
最近の自社業界の景気に対する見方は、「上昇」
7％、「下降」27％で、ＢＳＩは▲20となり、前回調査
（2022年10月）の▲22から2ポイント上昇し、2四半
期ぶりの改善となった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲24で前回調査の
▲23から1ポイントの悪化、非製造業は▲18で前回
調査の▲21から3ポイントの改善となり、方向感が分
かれた。非製造業では「電気・ガス」、「情報通信」、
「飲食店・宿泊」の改善幅が大きくなっている。
（先行き）
先行きについては「上昇」9％､「下降」38％で、ＢＳＩ

は▲29と、現状の▲20から9ポイントの悪化となった。
国内景気の先行きと同じように、先行き不透明感を反
映しているとみられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ▲24で現状から横ばい、
非製造業は▲31で現状の▲18から13ポイントの悪
化となり、非製造業での悪化が目立っている。非製造
業では、物価上昇に伴う購買力低下により、個人消費
の減少を懸念しているとみられる。

自社業況
（現状）
最近の自社の業況に対する見方は、「良い」26％、

「悪い」11％で、ＢＳＩ（「良い」－「悪い」の企業割合）
は＋15となり、前回調査（2022年10月）の＋7から8ポ
イントの上昇となった。自社業況のＢＳＩは8四半期連続
でプラスで推移しており、「良い」とするところの方が
多い。
業種別にみると、製造業はＢＳＩが＋7で前回調査の
0から7ポイント、非製造業は＋18で前回調査の＋10
から8ポイント、いずれも改善した。ＢＳＩの改善幅は同
程度となったが、ＢＳＩの水準は非製造業の方が11ポ
イント高い。非製造業では「運輸・倉庫」、「飲食店・宿
泊」、「不動産」の改善幅が大きく、ＢＳＩの水準も高く
なっている。
（先行き）
先行きについては「良い」21％､「悪い」14％で、ＢＳＩ

は＋7と、現状から8ポイントの悪化となった。
業種別では、製造業はＢＳＩ＋4で現状の＋7から3ポ

イント、非製造業は＋8で現状の＋18から10ポイントの
悪化となり、非製造業での悪化が目立っている。非製
造業では、物価上昇に伴う購買力低下により、個人消
費の減少を懸念しているとみられる。

（現状）
2022年10～12月期の売上高は、季調済ＢＳＩ（「増
加」－「減少」の企業割合、季節調整済）が▲1となり、
前回調査対象期間（2022年7～9月期）の＋8から9ポ
イントの悪化となった。売上高のＢＳＩは、2020年4～6
月期に▲50と大幅なマイナスを記録して以降はプラ
ス圏で推移してきたが、10四半期ぶりにマイナスに転
じた。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲2で前回調査の

＋7から9ポイント、非製造業は0で前回調査の＋8から
8ポイントの悪化となった。
（先行き）
先行きについては、2023年1～3月期のＢＳＩが＋3と

なるものの、4～6月期は▲7と再びマイナスに転じる。
業種別では、製造業が2022年10～12月期、2023
年1～3月期、4～6月期に▲2→＋3→▲2、非製造業
では0→＋2→▲10となっており、非製造業では2023
年4～6月期には売上高が減少するとの見方が多く
なっている。非製造業では、物価上昇による消費意欲
の減退を見込んでいるとみられる。

●業界景気

構成比（％）

実績ＢＳＩ（上昇ー下降） 見通し
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少子高齢化により、全国と同様に埼玉県でも人口
減少局面に入っているが、その一方で世帯数の増
加は今も続いている。とくに単身世帯、なかでも一人
暮らし高齢者（高齢単身世帯）の増加が目立ってい
る。本稿では、埼玉県内の高齢単身世帯の動向と増
加の背景、その影響についてレポートする。

2020年国勢調査によれば、埼玉県内の総世帯数
は、2015年比6.4％増えて316万世帯となった。家
族類型別にみると、単身世帯が107万世帯（全体の
34％）と最も多く、次いで、夫婦と子供から成る世帯
が91万世帯（同29％）、夫婦のみの世帯が65万世
帯（同21％）と続いている。
夫婦と子供から成る世帯が緩やかに減少する一方、
単身世帯、夫婦のみの世帯、ひとり親と子供から成る
世帯が増加し、とくに単身世帯の増加が際立っている。
単身世帯は2015年には90万世帯だったので5年間
で17万世帯、19％増加した。65歳以上の高齢単身
世帯をみると、2015年の27.6万世帯から2020年に
は33.3万世帯へ5.7万世帯、21％も増加した。

 
単身世帯は今後も増加することが予想されている。
国立社会保障・人口問題研究所が2015年の国勢調

査を基準に行った将来推計（2019年4月）では、単身
世帯は2015年の90万世帯から、2040年には109万
世帯へ増加を続けるという見通しとなった。なお、同
将来推計では、2020年の単身世帯は98万世帯、
2025年103万世帯、2030年107万世帯と推計され
ていたが、2020年国勢調査による実績値は107万世
帯となり、実際には国立社会保障・人口問題研究所
の推計をかなり上回るテンポで単身世帯が増加して
いることがわかる。
独居率（総人口に占める単身世帯主の割合）も上
昇し、2000年の8.2％から2020年には14.6％になっ
た。埼玉県民の約7人に1人が一人暮らしをしている
ことになる。2015年の国勢調査を基準にした国立社
会保障・人口問題研究所の推計では、2040年にはこ
れが16.2％に上昇する見通しとなっている。

単身世帯を男女別・年齢別にみる。2020年時点
では、男性は20代の単身世帯が最も多い。進学・就
職などで一人暮らしを始めるためである。30代では
結婚をする人が増えるため単身世帯は減少する。
40代・50代では離別する人が増え単身世帯はやや
増加し、60代以降では徐々に減少する。
女性は20代に比べ30代が減少し、50代までほぼ

同水準が続くが、60代以降は増加に転じ70代が最
も多い。夫と死別して一人暮らしになることが多いた
めである。
20年前の2000年と比べると、男性では20代の

高齢者独居率と高齢化
率（65歳以上人口比率）
には必ずしも強い相関が
あるわけではない。65歳
以上人口比率が低い東
京都や沖縄県の高齢者
独居率は高く（それぞれ1
位と6位）、最も65歳以上
人口比率が高い秋田県の
高齢者独居率は15.5％と
低い（32位）。2世代ある
いは3世代同居の多寡が
影響している。
同様に、全国

の市区町村をみ
ると、東 京 都
青 ヶ 島 村 が
61.3％で最も高
く、鹿児島県十
島村が49.5％
で続いた。上位
18位までは総
人口3千人以下
の規模の小さい
町村が占めた。
市区では、19位
に東京都豊島
区35.6％、21位に新宿区34.0％が顔を出した。過疎
化が懸念される小規模自治体が高齢者独居率の上
位にあるが、都内の人口集積地にも独居高齢者が多
い。埼玉県では蕨市が24.1％で166位と最も上位と
なった。最も低かったのは秋田県大潟村の5.8％だった。
県内市町村の高齢者独居率をみると、蕨市が
24.1％で最も高く、以下、和光市21.6％、戸田市
21.4％、朝霞市21.3％、草加市20.6％と続いた。県
南部の人口が集積している市が上位となった。最も

単身世帯が減少する一方、40代以降の単身世帯が
大きく増加、女性ではすべての年代で増加するなか
で、とくに70代以降の高齢者の一人暮らしが急増し
ている。そして2040年になると高齢化が一段と進む。
2020年と比べ、男性では50代まで、女性では40代
までの単身世帯が減少し、これ以降の年代の単身者
が増加する。男性では60代の単身世帯が最も多くな
り、女性では80代以上の単身世帯が最大となる。

高齢者独居率（65歳以上人口に占める65歳以上
単身世帯主の割合）を都道府県別にみると、東京都
26.1％、大阪府24.0％と大都市が1、2位となった。
埼玉県は17.2％、23位とほぼ真ん中で、神奈川県
は19.9％、14位、千葉県は17.6％、20位だった。最
も低かったのは山形県で12.1％、次いで福井県
13.5％、新潟県13.8％だった。

低かったのは川島町で10 .5％、次いで美里町
11.0％、吉見町12.0％だった。
県内市町村においても、高齢者独居率と高齢化
率に相関があるわけではなく、むしろ高齢化率が高
い市町村ほど高齢者独居率が低いという関係が読
み取れる。2世代・3世代同居などにより一人で暮ら
す高齢者が少なくなっていると考えられる。

こうした高齢単身世帯の増加の背景には、いくつ
かの要因が重なっている。まず、高齢者自体の人口
が増加を続けていることがあげられる。高齢者数が
増えれば、伴侶との死別や離婚により一人暮らしに
なり高齢単身者も増加する。
核家族化の進展も要因に挙げられる。子供が結
婚すると親とは同居しない核家族が一般的になって
いる。65歳以上高齢者の子供との同居率は低下を
続け、埼玉県では2019年には35.8％まで低下した。
親のみの世帯が増え死別・離別により単身化するこ
とが多くなった。
非婚者の増加も要因の一つである。未婚のまま高
齢化する単身者が増え、生涯を未婚で終える人が増
加している。生涯未婚率（50歳時未婚率）をみると、
男女とも上昇し、とくに男性で急上昇している。
未婚化は年齢を問わず進行している。年齢別未婚
率を2000年と2020年で比較すると、どの年齢層で

タ台にとどまるのに対し、10年後に高齢者となる60
代では10％を超え、20年後に高齢者となる50代で
は20％を超えている。この傾向が続くと未婚のまま高
齢単身化する世帯が増加する。高齢単身者の未婚率
を男女別にみると男性がとくに高い。埼玉県の65歳
以上単身男性の未婚率は36.2％（全国32.9％）、女
性は埼玉県10.1％（全国11.6％）となっている。
こうした要因は一時的なものではなく構造的なも
のであり、高齢単身者の増加は今後も続くだろう。

次に高齢単身世帯の増加がもたらす影響につい
てみてみよう。増加に伴い生じる問題として、貧困、
要介護、孤立などがあげられる。
まず、高齢単身世帯は貧困に陥るリスクが高い。年
金受給が基礎年金のみであったり、無年金である割合
が高いためである。また、持ち家率が低く家賃負担が
重い世帯が多い。2020年国勢調査によれば、埼玉県
内の世帯主年齢65歳以上世帯の持ち家率は84.2％
だが、65歳以上の単身世帯では69.2％に低下する。
高齢単身世帯は同居家族がいないので、要介護

になった時に同居家族に頼ることができず、介護事
業者による介護が増加することになる。2019年の
厚生労働省「国民生活基礎調査」によれば、介護を
要する者のうち介護事業者が介護者になっているの
は全体の約12％となっている。高齢単身者ではこの
割合がさらに高いと考えられる。
また、社会的に孤立する人が増加する。内閣府

「平成30年度高齢者の住宅と生活環境に関する調
査」によると、60歳以上の高齢世帯で「ふだん、人
（同居家族を含む）と話をする程度」をみると、「1週
間に1回未満・ほとんど話をしない」と回答した割合
は、60歳以上世帯全体で1.9％なのに対し、単身世
帯では男性12.7％、女性8.0％となっている。
また、「病気や一人でできない仕事の手伝い等に頼

も上昇している。また、2020年の各年齢の未婚率を
比べると、現在の高齢者は70代の男性で6.6％と1ケ

れる人がいない」とする割合は、高齢単身男性世帯で
21.6％、同女性世帯8.0％、60歳以上世帯全体では
3.1％と、これも高齢単身男性世帯で高くなっており、と
くに男性の一人暮らしは孤立しがちであることがわかる。
最後に、家計消費への影響を試算する。世帯類型
別・世帯主年齢別の世帯数に、2019年の各世帯の
月平均消費額を乗じて消費総額を推計した。2025
年以降は、月平均消費額は2019年の金額で固定し、
世帯数は国立社会保障・人口問題研究所の推計値
（2015年国勢調査を基にした推計値）を2020年国
勢調査の実績値で足下修正した。
試算結果をみると、消費総額は2025年をピーク

に減少に転じ、2040年には2020年に比べ3.7％減
少する。その内訳をみると、二人以上世帯が一貫し
て減少し、65歳未満単身世帯も2030年をピークに
減少するのに対し、65歳以上単身世帯は増加が続
き、2040年には2020年に比べ43.6％増加する。全
体に占める割合も、2020年の8.5％から2040年に
は12.7％に上昇し、高齢単身世帯の存在感が増す、
という結果になった。

今後、埼玉県でも世帯の単身化と高齢化がさらに
進む。貧困、要介護、孤立といった問題や、消費市場
において高齢単身者の存在が高まるなど、各方面で
生じる様々な変化への対応を考えていく必要がある
だろう。　　　　　　　　　　　　　 （樋口広治）
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（現状）
2022年10～12月期の経常利益は、季調済ＢＳＩが
▲11となり、前回調査対象期間（2022年7～9月期）
の▲9から2ポイントの悪化となった。経常利益のＢＳＩ
は、5四半期連続でマイナスで推移しており、経常利益
の悪化が続いている。経常利益減少企業の減少の要
因（複数回答）は、「仕入単価の上昇」をあげるところ
が65.0％、「売上・受注の不振」が55.0％などとなった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲11で前回調査の
▲23から12ポイントの改善、非製造業は▲9で前回調
査の▲5から4ポイントの悪化となり、方向感が分かれ
た。製造業は一足早く、前回調査で経常利益のＢＳＩが
大幅に悪化したが、非製造業は影響を受けるまでにタ
イムラグがあったとみられる。
（先行き）
先行きについては、2023年1～3月期のＢＳＩが▲7、
4～6月期は▲14と、マイナスで推移する。
業種別では、製造業が2022年10～12月期、2023
年1～3月期、4～6月期に▲11→▲4→▲6、非製造業
では▲9→▲5→▲22となっており、非製造業では4～6
月期のＢＳＩが大幅に悪化している。非製造業では仕入
価格や諸経費価格の上昇を見込んでいるとみられる。
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アンケート調査 埼玉県内企業経営動向調査

2023年1月実施。対象企業数1,008社、
回答企業数278社、回答率27.6％。
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（現状）
2022年10～12月期の設備投資は、季調済ＢＳＩが

＋6となり、前回調査対象期間（2022年7～9月期）の
＋3から＋3ポイントと、2四半期ぶりの改善となった。設
備投資のＢＳＩは8四半期連続でプラスで推移しており、
設備投資は底堅く推移している。
設備投資の内容については、2022年10～12月期は

「更新投資」が60％、「能力増強投資」24％､「合理化
投資」7％､「研究開発投資」4％などとなり、「更新投
資」の比率が約6割と、更新投資中心の内容となった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ＋4で前回調査の＋
7から3ポイントの悪化、非製造業は＋7で前回調査の
＋2から5ポイントの改善となった。
（先行き）
先行きについては、2023年1～3月期のＢＳＩが

＋14、4～6月期は＋1と、プラスで推移する。
設備投資内容は、引き続き「更新投資」中心である

が、「合理化投資」の比率が徐々に上昇している。
業種別では、製造業が2022年10～12月期、2023
年1～3月期、4～6月期に＋4→＋10→▲2、非製造業
では＋7→＋15→＋3となっており、両業種とも変動が
大きくなっている。

経常利益 設備投資 経営上の問題点
経営上の問題点（複数回答）については、「仕入原
価上昇」が56％と最も多かった。次いで、「人材・人手
不足」51％、「諸経費上昇」46％、「売上・受注不振」
29％などとなった。
業種別にみると、「仕入原価上昇」について、製造
業が非製造業より27ポイント、「人材・人手不足」につ
いて、非製造業が製造業より18ポイント多いのが目
立った。
経営上の問題点については、原油や資源価格等の
上昇を受け、2021年4月調査以降「仕入原価上昇」
の比率が急上昇していた。原油や資源価格等が落ち
着きを見せていることから、今回調査では、前回調査
に引き続き、「仕入原価上昇」の比率が低下した。但し、
「諸経費上昇」の比率がさらに上昇し、「仕入原価上
昇」や「人材・人手不足」の比率が依然高い水準にあ
るなど、コストアップにつながる問題点が上位に集中し
ている。社会がウィズコロナへ進んでいくなかで人手
不足感がさらに強まれば、人件費増加につながる可能
性が高く、収益的に厳しい状況が当面続くとみられる。
 （太田富雄）

雇用
（現状）
最近（ここ6カ月間）の雇用状況をみると、雇用人員

が「増加」とした企業は17％、「減少」とした企業は
19％で、ＢＳＩは▲2と前回調査の＋7から9ポイントの
悪化となった。本質問項目は前6カ月間の雇用状況の
変化を聞いており、新卒者の採用による増加を反映す
る4・7月調査に比べ、例年10月・翌年1月調査では、
ＢＳＩが低下する傾向がある。今回調査でもＢＳＩは低下
し、9四半期ぶりにマイナスに転じた。減少した企業が6
ポイント増加しており、辞めた社員を補いきれなかった
り、人手不足で採用が進まなかった状況が推察される。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲2で前回調査の

＋10から12ポイント、非製造業は▲3で前回調査の
＋5から8ポイントの悪化となった。
（先行き）
先行き（約6カ月後）については、「増加」とする企業

が33％、「減少」とする企業11％でＢＳＩは＋22と現状
から24ポイントの改善となり、県内の雇用環境は先行
きについては良好に推移するとみられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ＋19で現状から21ポイン

ト、非製造業は＋23で26ポイントの改善となっている。 ●経営上の問題点（複数回答）の推移
（％）
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仕入原価上昇

売上・受注不振

諸経費上昇

その他

2021年 2023年2022年2020年
1月10月７月４月1月10月７月４月1月10月７月４月1月



15 16埼玉りそな経済情報2023.3埼玉りそな経済情報2023.3

少子高齢化により、全国と同様に埼玉県でも人口
減少局面に入っているが、その一方で世帯数の増
加は今も続いている。とくに単身世帯、なかでも一人
暮らし高齢者（高齢単身世帯）の増加が目立ってい
る。本稿では、埼玉県内の高齢単身世帯の動向と増
加の背景、その影響についてレポートする。

2020年国勢調査によれば、埼玉県内の総世帯数
は、2015年比6.4％増えて316万世帯となった。家
族類型別にみると、単身世帯が107万世帯（全体の
34％）と最も多く、次いで、夫婦と子供から成る世帯
が91万世帯（同29％）、夫婦のみの世帯が65万世
帯（同21％）と続いている。
夫婦と子供から成る世帯が緩やかに減少する一方、
単身世帯、夫婦のみの世帯、ひとり親と子供から成る
世帯が増加し、とくに単身世帯の増加が際立っている。
単身世帯は2015年には90万世帯だったので5年間
で17万世帯、19％増加した。65歳以上の高齢単身
世帯をみると、2015年の27.6万世帯から2020年に
は33.3万世帯へ5.7万世帯、21％も増加した。

 
単身世帯は今後も増加することが予想されている。
国立社会保障・人口問題研究所が2015年の国勢調

査を基準に行った将来推計（2019年4月）では、単身
世帯は2015年の90万世帯から、2040年には109万
世帯へ増加を続けるという見通しとなった。なお、同
将来推計では、2020年の単身世帯は98万世帯、
2025年103万世帯、2030年107万世帯と推計され
ていたが、2020年国勢調査による実績値は107万世
帯となり、実際には国立社会保障・人口問題研究所
の推計をかなり上回るテンポで単身世帯が増加して
いることがわかる。
独居率（総人口に占める単身世帯主の割合）も上
昇し、2000年の8.2％から2020年には14.6％になっ
た。埼玉県民の約7人に1人が一人暮らしをしている
ことになる。2015年の国勢調査を基準にした国立社
会保障・人口問題研究所の推計では、2040年にはこ
れが16.2％に上昇する見通しとなっている。

単身世帯を男女別・年齢別にみる。2020年時点
では、男性は20代の単身世帯が最も多い。進学・就
職などで一人暮らしを始めるためである。30代では
結婚をする人が増えるため単身世帯は減少する。
40代・50代では離別する人が増え単身世帯はやや
増加し、60代以降では徐々に減少する。
女性は20代に比べ30代が減少し、50代までほぼ

同水準が続くが、60代以降は増加に転じ70代が最
も多い。夫と死別して一人暮らしになることが多いた
めである。
20年前の2000年と比べると、男性では20代の

高齢者独居率と高齢化
率（65歳以上人口比率）
には必ずしも強い相関が
あるわけではない。65歳
以上人口比率が低い東
京都や沖縄県の高齢者
独居率は高く（それぞれ1
位と6位）、最も65歳以上
人口比率が高い秋田県の
高齢者独居率は15.5％と
低い（32位）。2世代ある
いは3世代同居の多寡が
影響している。
同様に、全国

の市区町村をみ
ると、東 京 都
青 ヶ 島 村 が
61.3％で最も高
く、鹿児島県十
島村が49.5％
で続いた。上位
18位までは総
人口3千人以下
の規模の小さい
町村が占めた。
市区では、19位
に東京都豊島
区35.6％、21位に新宿区34.0％が顔を出した。過疎
化が懸念される小規模自治体が高齢者独居率の上
位にあるが、都内の人口集積地にも独居高齢者が多
い。埼玉県では蕨市が24.1％で166位と最も上位と
なった。最も低かったのは秋田県大潟村の5.8％だった。
県内市町村の高齢者独居率をみると、蕨市が
24.1％で最も高く、以下、和光市21.6％、戸田市
21.4％、朝霞市21.3％、草加市20.6％と続いた。県
南部の人口が集積している市が上位となった。最も

単身世帯が減少する一方、40代以降の単身世帯が
大きく増加、女性ではすべての年代で増加するなか
で、とくに70代以降の高齢者の一人暮らしが急増し
ている。そして2040年になると高齢化が一段と進む。
2020年と比べ、男性では50代まで、女性では40代
までの単身世帯が減少し、これ以降の年代の単身者
が増加する。男性では60代の単身世帯が最も多くな
り、女性では80代以上の単身世帯が最大となる。

高齢者独居率（65歳以上人口に占める65歳以上
単身世帯主の割合）を都道府県別にみると、東京都
26.1％、大阪府24.0％と大都市が1、2位となった。
埼玉県は17.2％、23位とほぼ真ん中で、神奈川県
は19.9％、14位、千葉県は17.6％、20位だった。最
も低かったのは山形県で12.1％、次いで福井県
13.5％、新潟県13.8％だった。

低かったのは川島町で10 .5％、次いで美里町
11.0％、吉見町12.0％だった。
県内市町村においても、高齢者独居率と高齢化
率に相関があるわけではなく、むしろ高齢化率が高
い市町村ほど高齢者独居率が低いという関係が読
み取れる。2世代・3世代同居などにより一人で暮ら
す高齢者が少なくなっていると考えられる。

こうした高齢単身世帯の増加の背景には、いくつ
かの要因が重なっている。まず、高齢者自体の人口
が増加を続けていることがあげられる。高齢者数が
増えれば、伴侶との死別や離婚により一人暮らしに
なり高齢単身者も増加する。
核家族化の進展も要因に挙げられる。子供が結
婚すると親とは同居しない核家族が一般的になって
いる。65歳以上高齢者の子供との同居率は低下を
続け、埼玉県では2019年には35.8％まで低下した。
親のみの世帯が増え死別・離別により単身化するこ
とが多くなった。
非婚者の増加も要因の一つである。未婚のまま高
齢化する単身者が増え、生涯を未婚で終える人が増
加している。生涯未婚率（50歳時未婚率）をみると、
男女とも上昇し、とくに男性で急上昇している。
未婚化は年齢を問わず進行している。年齢別未婚
率を2000年と2020年で比較すると、どの年齢層で

タ台にとどまるのに対し、10年後に高齢者となる60
代では10％を超え、20年後に高齢者となる50代で
は20％を超えている。この傾向が続くと未婚のまま高
齢単身化する世帯が増加する。高齢単身者の未婚率
を男女別にみると男性がとくに高い。埼玉県の65歳
以上単身男性の未婚率は36.2％（全国32.9％）、女
性は埼玉県10.1％（全国11.6％）となっている。
こうした要因は一時的なものではなく構造的なも
のであり、高齢単身者の増加は今後も続くだろう。

次に高齢単身世帯の増加がもたらす影響につい
てみてみよう。増加に伴い生じる問題として、貧困、
要介護、孤立などがあげられる。
まず、高齢単身世帯は貧困に陥るリスクが高い。年
金受給が基礎年金のみであったり、無年金である割合
が高いためである。また、持ち家率が低く家賃負担が
重い世帯が多い。2020年国勢調査によれば、埼玉県
内の世帯主年齢65歳以上世帯の持ち家率は84.2％
だが、65歳以上の単身世帯では69.2％に低下する。
高齢単身世帯は同居家族がいないので、要介護

になった時に同居家族に頼ることができず、介護事
業者による介護が増加することになる。2019年の
厚生労働省「国民生活基礎調査」によれば、介護を
要する者のうち介護事業者が介護者になっているの
は全体の約12％となっている。高齢単身者ではこの
割合がさらに高いと考えられる。
また、社会的に孤立する人が増加する。内閣府

「平成30年度高齢者の住宅と生活環境に関する調
査」によると、60歳以上の高齢世帯で「ふだん、人
（同居家族を含む）と話をする程度」をみると、「1週
間に1回未満・ほとんど話をしない」と回答した割合
は、60歳以上世帯全体で1.9％なのに対し、単身世
帯では男性12.7％、女性8.0％となっている。
また、「病気や一人でできない仕事の手伝い等に頼

も上昇している。また、2020年の各年齢の未婚率を
比べると、現在の高齢者は70代の男性で6.6％と1ケ

れる人がいない」とする割合は、高齢単身男性世帯で
21.6％、同女性世帯8.0％、60歳以上世帯全体では
3.1％と、これも高齢単身男性世帯で高くなっており、と
くに男性の一人暮らしは孤立しがちであることがわかる。
最後に、家計消費への影響を試算する。世帯類型
別・世帯主年齢別の世帯数に、2019年の各世帯の
月平均消費額を乗じて消費総額を推計した。2025
年以降は、月平均消費額は2019年の金額で固定し、
世帯数は国立社会保障・人口問題研究所の推計値
（2015年国勢調査を基にした推計値）を2020年国
勢調査の実績値で足下修正した。
試算結果をみると、消費総額は2025年をピーク

に減少に転じ、2040年には2020年に比べ3.7％減
少する。その内訳をみると、二人以上世帯が一貫し
て減少し、65歳未満単身世帯も2030年をピークに
減少するのに対し、65歳以上単身世帯は増加が続
き、2040年には2020年に比べ43.6％増加する。全
体に占める割合も、2020年の8.5％から2040年に
は12.7％に上昇し、高齢単身世帯の存在感が増す、
という結果になった。

今後、埼玉県でも世帯の単身化と高齢化がさらに
進む。貧困、要介護、孤立といった問題や、消費市場
において高齢単身者の存在が高まるなど、各方面で
生じる様々な変化への対応を考えていく必要がある
だろう。　　　　　　　　　　　　　 （樋口広治）
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（現状）
2022年10～12月期の経常利益は、季調済ＢＳＩが
▲11となり、前回調査対象期間（2022年7～9月期）
の▲9から2ポイントの悪化となった。経常利益のＢＳＩ
は、5四半期連続でマイナスで推移しており、経常利益
の悪化が続いている。経常利益減少企業の減少の要
因（複数回答）は、「仕入単価の上昇」をあげるところ
が65.0％、「売上・受注の不振」が55.0％などとなった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲11で前回調査の
▲23から12ポイントの改善、非製造業は▲9で前回調
査の▲5から4ポイントの悪化となり、方向感が分かれ
た。製造業は一足早く、前回調査で経常利益のＢＳＩが
大幅に悪化したが、非製造業は影響を受けるまでにタ
イムラグがあったとみられる。
（先行き）
先行きについては、2023年1～3月期のＢＳＩが▲7、
4～6月期は▲14と、マイナスで推移する。
業種別では、製造業が2022年10～12月期、2023
年1～3月期、4～6月期に▲11→▲4→▲6、非製造業
では▲9→▲5→▲22となっており、非製造業では4～6
月期のＢＳＩが大幅に悪化している。非製造業では仕入
価格や諸経費価格の上昇を見込んでいるとみられる。
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アンケート調査 埼玉県内企業経営動向調査

2023年1月実施。対象企業数1,008社、
回答企業数278社、回答率27.6％。
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（現状）
2022年10～12月期の設備投資は、季調済ＢＳＩが

＋6となり、前回調査対象期間（2022年7～9月期）の
＋3から＋3ポイントと、2四半期ぶりの改善となった。設
備投資のＢＳＩは8四半期連続でプラスで推移しており、
設備投資は底堅く推移している。
設備投資の内容については、2022年10～12月期は

「更新投資」が60％、「能力増強投資」24％､「合理化
投資」7％､「研究開発投資」4％などとなり、「更新投
資」の比率が約6割と、更新投資中心の内容となった。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ＋4で前回調査の＋
7から3ポイントの悪化、非製造業は＋7で前回調査の
＋2から5ポイントの改善となった。
（先行き）
先行きについては、2023年1～3月期のＢＳＩが

＋14、4～6月期は＋1と、プラスで推移する。
設備投資内容は、引き続き「更新投資」中心である

が、「合理化投資」の比率が徐々に上昇している。
業種別では、製造業が2022年10～12月期、2023
年1～3月期、4～6月期に＋4→＋10→▲2、非製造業
では＋7→＋15→＋3となっており、両業種とも変動が
大きくなっている。

経常利益 設備投資 経営上の問題点
経営上の問題点（複数回答）については、「仕入原
価上昇」が56％と最も多かった。次いで、「人材・人手
不足」51％、「諸経費上昇」46％、「売上・受注不振」
29％などとなった。
業種別にみると、「仕入原価上昇」について、製造
業が非製造業より27ポイント、「人材・人手不足」につ
いて、非製造業が製造業より18ポイント多いのが目
立った。
経営上の問題点については、原油や資源価格等の
上昇を受け、2021年4月調査以降「仕入原価上昇」
の比率が急上昇していた。原油や資源価格等が落ち
着きを見せていることから、今回調査では、前回調査
に引き続き、「仕入原価上昇」の比率が低下した。但し、
「諸経費上昇」の比率がさらに上昇し、「仕入原価上
昇」や「人材・人手不足」の比率が依然高い水準にあ
るなど、コストアップにつながる問題点が上位に集中し
ている。社会がウィズコロナへ進んでいくなかで人手
不足感がさらに強まれば、人件費増加につながる可能
性が高く、収益的に厳しい状況が当面続くとみられる。
 （太田富雄）

雇用
（現状）
最近（ここ6カ月間）の雇用状況をみると、雇用人員

が「増加」とした企業は17％、「減少」とした企業は
19％で、ＢＳＩは▲2と前回調査の＋7から9ポイントの
悪化となった。本質問項目は前6カ月間の雇用状況の
変化を聞いており、新卒者の採用による増加を反映す
る4・7月調査に比べ、例年10月・翌年1月調査では、
ＢＳＩが低下する傾向がある。今回調査でもＢＳＩは低下
し、9四半期ぶりにマイナスに転じた。減少した企業が6
ポイント増加しており、辞めた社員を補いきれなかった
り、人手不足で採用が進まなかった状況が推察される。
業種別にみると、製造業はＢＳＩ▲2で前回調査の

＋10から12ポイント、非製造業は▲3で前回調査の
＋5から8ポイントの悪化となった。
（先行き）
先行き（約6カ月後）については、「増加」とする企業

が33％、「減少」とする企業11％でＢＳＩは＋22と現状
から24ポイントの改善となり、県内の雇用環境は先行
きについては良好に推移するとみられる。
業種別では、製造業はＢＳＩ＋19で現状から21ポイン

ト、非製造業は＋23で26ポイントの改善となっている。 ●経営上の問題点（複数回答）の推移
（％）
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